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2011年3月期第2四半期 決算説明会

2010年11月9日（火）

船井電機株式会社

証券コード ６８３９
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Ⅰ．上期の概要と今後の見通しについて

1. 上期の概要

2. 下期の見通し

3. 下期および通期の計画

4. 下期から来期にかけての重点施策
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１．上期（4-9月）の概要①

100億円
（6.0%）

1,670億円

45億円
（3.0%）

72億円
（4.2%）

営業利益

1,540億円1,700億円売上高

前上期実績 当上期実績当上期計画

売上高 計画を下回る （計画比90.6%）

営業利益 計画を下回る
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大型LED TVの販売不振などにより、計画を下回る

計画を上回る

テレビ事業テレビ事業テレビ事業

ＤＶＤ/ＢＤ事業ＤＶＤＤＶＤ//ＢＤ事業ＢＤ事業

情報機器事業情報機器事業情報機器事業

１．上期（4-9月）の概要②

DVDは、計画を下回る

BDは、ほぼ計画通り
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２．下期（10-3月）の見通し

①更なるドル安の進行 ②不安定なパネル・部材価格動向

③中国メーカーの台頭

米国米国景気動向景気動向

●深刻な雇用情勢 ・・・ 高止まりする失業率と、高水準の長期失業者 （特に中間所得層の落ち込み）

生活必需品以外は消費に慎重姿勢・年末商戦に不透明感

●欧州は財政赤字の拡大による景気冷え込みが続く （輸出国は好調）

その他主要国の動向その他主要国の動向

●日本は歴史的な円高と政策効果の息切れで景気悪化

●低迷が続く住宅市場 ・・・ 住宅取得減税終了後、再度の落ち込み/差押え件数の増加

世界の景気は先進国と新興国で二極化するも、不透明感が増大

市場のリスク要因市場のリスク要因
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３．下期および通期の計画

45億円
（3.0%）

1,540億円

90億円
（2.8%）

45億円
（2.7%）

営業利益

3,200億円1,660億円売上高

上期実績 通期計画下期計画

為替想定レートの見直し（$=¥90→¥83／€=¥122→¥113）

および液晶テレビ等の価格競争激化を勘案し、

通期売上高計画を期初の3,500億円から3,200億円に修正

修正計画
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４．下期から来期にかけての重点施策

競争力再強化のため、以下の施策をスピーディかつ徹底的に遂行

コスト競争力の強化コスト競争力の強化 売上の拡大売上の拡大

中長期的成長に向けての取り組み中長期的成長に向けての取り組み

●部材調達体制の再構築

●コストダウン設計の徹底追求

●SCM強化／PSIのスピード化

●開発プロセス・開発体制の見直し

●PHILIPSビジネスの立て直し

ホスピタリティ
事業の譲受

・ブランド戦略の推進

・マーケティングの徹底

・商品力の強化

新規事業への取り組み強化 生産・販売の国際展開の加速化

●ネット・通信関連製品

●ケーブルＴＶ関連製品、他

●アジア・他地域への生産展開推進

●欧州・日本・中国・中南米市場等への

展開／販売強化

＋

●商品ラインナップの拡充

●OEM／ODMビジネスの強化
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Ⅱ．決算概要（連結）

1.   第2四半期（10年7～9月） 決算概要
2. 第2四半期（10年4～9月） 決算概要
3. 機器別売上高
4. DVD関連製品の売上高
5.   テレビ関連機器の売上高
6. 仕向地別売上高
7. 営業利益増減要因
8. 財務の状況
9.   棚卸資産

10.   設備投資額・減価償却費・研究開発費
11. 当期（2011年3月期）の計画
12. 当期（2011年3月期）の機器別売上高計画
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１．第２四半期（１０年７～９月）決算概要

(4.4%)(4.6%)（四半期利益率）

△73441四半期純利益

(4.4%)(6.2%)（経常利益率）

△213455経 常 利 益

(2.6%)(7.1%)（営業利益率）

△432063営 業 利 益

△103
(△11.5%)791894売 上 高

前年同期比増減
（ ）は増減率

当当 期期前前 期期

85.02円92.80円期中平均レート（対米国ドル）

（単位：億円）

+14 (※1)

83.82円88.48円90.21円96.01円

10年9月10年6月09年9月09年6月月末レート
（対米国ドル）

+22 (※2)

+14(※3)

（※2） 為替差損益+22

（※3） 法人税等他減+14

（※1） 受取利息+2、為替差益+12
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２．第２四半期（１０年４～９月）決算概要

88.15円90.00円94.78円期中平均レート
（対米国ドル）

△55

83.82円93.04円90.21円98.23円

月末レート
（対米国ドル）

10年9月10年3月09年9月09年3月

+2 (※1)

△9(※2)

+7 (※3)

＋13(※4)

＋4(※5)

＋5(※6)

（単位：億円）

△130
(△7.8%)

前年同期比

増減
（ ）は増減率

当 期当 期計 画計 画

4572100営 業 利 益

経常利益率

営業利益率 (3.0%)(4.2%)(6.0%)

477095経 常 利 益
(3.1%)(4.1%)(5.7%)

1,670

前 期前 期

1,700 △160
（90.6％）1,540売 上 高

計画比

増減

（ ）は達成率

385673四半期純利益

四半期純利益率 (2.5%)(3.3%)(4.4%)

△48

△27

△23

△35 △18

（※3） 受取利息減△2、為替差損減+9

（※4） 特別損失増△1、 法人税等他減+14

（※5） 受取利息増+1、為替差損減+3

（※6） 特別損失増△1、法人税等他減+6

（※1） 受取利息+3、為替差損△1

（※2） 特別損失△1、 法人税等他△8
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３．機器別売上高

映像機器

情報機器

その他

※北米向けアンテナは、前期まで「映像機器のテレビ
関連機器」に含めて表示していたが、当期より「その他」
に含めて表示。
比較上、前期も「その他」に含めて表示。
（以下同様）

なお、前年同期の北米向けアンテナの売上高は24億円。147

265

1,258

177

360

1,003

1,670億円
1,540億円

前期2Q
(4-9月）

当期2Q
(4-9月)

※

DVD関連：253
T V関連：750

DVD関連：462
T V関連：796

映像機器

情報機器

その他

： △255億円 （△20.3％）

： ＋ 95億円 （＋35.9％）

： ＋ 30億円 （＋20.4％）

合計 ： △130億円 （△ 7.8％）

前年同期比

DVD関連 ： △209億円 （△ 45.2％）
T V関連 ： △ 46億円 （△ 5.8％）
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４．ＤＶＤ関連機器の売上高

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

デジタルSTB他

：△ 5億円 （△ 4.6％）ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

115

109

81

157

15

104

63

71

253億円

462億円

前年同期比

ＤＶＤﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連 ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

デジタルSTB他
・市場縮小に伴いプレーヤ、レコーダ共に減少

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

・新しく市場投入したレコーダの売上が寄与した

ものの、プレーヤの減少を吸収出来ず

デジタルSTB他

・09年6月にデジタルＳＴＢの生産終了

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

前期2Q
(4-9月）

当期2Q
(4-9月)

：△ 18億円 （△22.2％）

：△ 86億円 （△54.8％）

合計 ：△209億円 （△45.2％）

：△100億円 （△87.0％）



12

５．テレビ関連機器の売上高

・日本では増加したものの、北米は大型の

売上不振により減少し、全体では減少

液晶テレビ

ブラウン管テレビ

液晶テレビ

液晶テレビ

ﾌﾞﾗｳﾝ管ﾃﾚﾋﾞ

前年同期比

791

5

750

750億円
796億円

前期2Q
(4-9月）

当期2Q
(4-9月)

： △ 5億円 （ － ）

： △ 41億円 （△5.2％）

合計 ： △ 46億円 （△5.8％）
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６．仕向地別売上高

北 米 ・デジタルSTBの生産終了（09年6月）に
加え、ＤＶＤ関連製品、液晶テレビも減少

・ＤＶＤ関連製品が減少欧 州

日 本 ・液晶テレビの増加と、新しく市場投入
したﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸﾚｺｰﾀﾞの寄与に加え、
受信関連用機器も伸長

191
81

149

1,249

371

138
146

885

1,670億円
1,540億円

前期2Q
(4-9月）

当期2Q
(4-9月)

アジア他

日 本

欧 州

北 米 ：△364億円 （△29.1％）

：△ 3億円 （△ 2.3％）

：＋ 57億円 （＋70.4％）

：＋180億円 （＋94.4％）

合計 ： △130億円 （△ 7.8％）

前年同期比

(57％)
(75％)

(10％)

(9％)
(9％)

(5％)
(24％)(11％)

北 米
欧 州

日 本
アジア他
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７．営業利益増減要因

100

△17

△48

10

45

72

△18

△26
17

45

売上減少
による減益

付加価値率
低下

一般管理費減

売上減少
による減益

付加価値率
低下

一般管理費減

営業利益

営業利益

営業利益

営業利益

《前年同期比》 《計画比》

＊付加価値＝売上－（売上原価＋販売費）

前期2Q
(4-9月）

当期2Q
(4-9月)

計画2Q
(4-9月）

当期2Q
(4-9月)
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８．財務の状況

前年同期比

負債の状況負債の状況

・現金預金

・売上債権

・棚卸資産

・固定資産他

△254億円

△ 7億円

＋ 215億円

＋ 40億円

資産の状況資産の状況

純資産の状況純資産の状況

・仕入債務

・未払金他

＋ 4億円

△ 17億円

（自己資本比率 63.6％）

△ 13億円

＋ 7億円

△ 6億円

445 459

458 384
673

364 351

357

860
645

419

899

2,134

資
産
の
状
況

資
産
の
状
況

負
債
・純
資
産
の
状
況

負
債
・純
資
産
の
状
況

2,040

現金預金

売上債権

棚卸資産

固定資産他

仕入債務

未払金他

純資産

（単位：億円）

486 490

295 278

1,359
1,427

1,366

313

300

2,040 2,1342,140

2,140

2010/9
（当期2Q）

2010/3
（前期末）

2009/9
（前期2Q）
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９．棚卸資産

〈在庫回転月数〉

159

299

176

208

249

424

673億円

2.6ヶ月

2010/9
（当期2Q）

部品仕掛品等

製 品

前年同期比

＋125億円

＋ 90億円

製品

部品仕掛品等

1.5ヶ月

2009/9
（前期2Q）

458億円

1.7ヶ月

2010/3
（前期末）

384億円
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10．設備投資額・減価償却費・研究開発費

29
45

20 22

66 63

0

20

40

60

80

100

120

140

160

（億円）

前2Q 当2Q

設備投資額

前年同期比

＋16億円

減価償却費

第2四半期

研究開発費

43
68

43 47

134
147

0

20

40

60

80

100

120

140

160

（億円）

前期 当期
(計画）

設備投資額 減価償却費

通 期

研究開発費

前期 当期
（計画）

前期 当期
（計画）

前年同期比

＋2億円
前年同期比

△3億円

前2Q 当2Q 前2Q 当2Q
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11．当期（2011年3月期）の計画

（単位：億円）

85.57円90.00円92.60円期中平均レート
（対米国ドル）

（※3） 受取利息減△3

（※4） 特別利益減△1、特別損失減+8、
法人税等他増△15

（※5） 受取利息増+1、為替差損減+3、
その他△1

（※6） 特別損失増△1、法人税等他減+9

＋51
(＋1.6%)

前年同期比

増減
（ ）は増減率

修正計画修正計画期初計画期初計画

90130111営 業 利 益

経常利益率

営業利益率 (2.8%)(3.7%)(3.5%)

92129116経 常 利 益

(2.9%)(3.7%)(3.7%)

3,149

前期実績前期実績

3,500 △300
（91.4％）3,200売 上 高

期初計画比

増減
（ ）は達成率

71100103当期純利益

当期純利益率 (2.2%)(2.9%)(3.3%)

△21

△24

△40

△37

△32 △29

+2 (※1)

△21 (※2)

△3(※3)

△8(※4)

＋3(※5)

+8(※6)

（※1） 受取利息+4、為替差損△1、
支払利息△1

（※2） 特別損失△1、
法人税等他△20
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12．当期（2011年3月期）の機器別売上高計画

映像機器

情報機器

その他

304

546

2,299

317

618

2,565

355

608

2,237

3,149億円 3,200億円
3,500億円

映像機器

情報機器

その他

： △ 328億円 （ 87.2％）

： △ 10億円 （ 98.4％）

： ＋ 38億円 （112.0％）

合計 ： △ 300億円 （ 91.4％）

期初計画比 （ ）は達成率

DVD関連 ： △ 7億円 （ 98.9％）
T V関連 ： △321億円 （ 83.4％）

DVD関連： 636
T V関連：1,929 DVD関連： 629

T V関連：1,608

期初計画

DVD関連： 699
T V関連：1,600

映像機器

情報機器

その他

： △ 62億円 （△ 2.7％）

： ＋ 62億円 （＋11.4％）

： ＋ 51億円 （＋16.8％）

合計 ： ＋ 51億円 （＋ 1.6％）

前年同期比 （ ）は増減率

DVD関連 ： △ 70億円 （△ 10.0％）
T V関連 ： ＋ 8億円 （＋ 0.5％）

前期実績 修正計画 ※前年同期の北米向けアンテナの売上高は36億円。

※
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Ⅲ． 補足資料①
（第２四半期（7-9月）決算概要）

1. 機器別売上高

2. 映像機器の売上高

3. 仕向地別売上高

21

１．機器別売上高

映像機器

情報機器

その他

映像機器

情報機器

その他

： △152億円 （△22.9％）

： ＋ 33億円 （＋21.2％）

： ＋ 16億円 （＋21.3％）

合計 ： △103億円 （△11.5％）

前年同期比

75

156

663

91

189

511

894億円
791億円

※前年同期の北米向けアンテナの売上高は13億円。

※

前期2Q
(7-9月）

当期2Q
(7-9月)

DVD関連：123
T V関連：388

DVD関連：213
T V関連：450

DVD関連 ： △ 90億円 （△ 42.3％）
T V関連 ： △ 62億円 （△ 13.8％）
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２．映像機器の売上高

26

71

39

77

6
53

27
37

123億円

213億円

ＤＶＤﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

デジタルSTB他

前期2Q
(7-9月）

当期2Q
(7-9月)

448

2

388

388億円
450億円

ブラウン管テレビ

液晶テレビ

前期2Q
(7-9月）

当期2Q
(7-9月)
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３．仕向地別売上高

アジア他

日 本

欧 州

北 米 ：△185億円 （△ 28.0％）

：△ 15億円 （△ 16.9％）

：＋ 21億円 （＋ 42.0％）

：＋ 76億円 （＋ 80.0％）

合計 ：△103億円 （△ 11.5％）

前年同期比

北 米
欧 州

日 本
アジア他

95
50
89

660

171

71
74

475

894億円
791億円

前期2Q
(7-9月）

当期2Q
(7-9月)

(60％)(74％)

(9％)

(10％) (9％)

(5％)

(22％)(11％)
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Ⅳ．補足資料②

1. 四半期別決算概要

2. 機器別売上高の推移（四半期）

25

１．四半期別決算概要

（単位：億円）

(0.6％)

4

(1.7％)

12

(3.4％)

25

749

1Q1Q

5959期期

(4.4％)

34

(4.4％)

34
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(1.8%)(2.3%)(4.6%)(4.1%)四 半 期 純 利 益率

11184131四 半 期 純 利 益

(△ 0.5%)(3.0%)(6.2%)(5.3%)経 常 利 益 率

△ 3245540経 常 利 益

(△0.6%)(1.8%)(7.1%)(4.8%)営 業 利 益 率

△ 3146337営 業 利 益

669810894776売 上 高
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5858期期
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２．機器別売上高の推移（四半期）
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注意事項

本資料は、歴史的事実ではない将来の業績に関する予想及
び見通しについての記載が含まれています。これらの記載は、
映像機器及び情報機器をはじめとする当社及び当社グループ
会社の事業に関連する業界動向、国内外の経済状況並びに為
替レートの変動その他の業績に影響を与える可能性のある要
因について、現時点で把握可能な情報をもとにした仮定及び見
通しを前提としています。したがって、実際の業績は、エレクトロ
ニクス業界における競争状況、市場動向、為替動向、新製品の
導入及びその成否、税制や諸制度に関する世界的な状況を含
む多くの不確実な要因の影響を受け、本記載の予想及び見通し
とは大きく異なる場合がありますのでご承知おきください｡




